鹿島市訓令甲第７８号

　　　鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱

　（趣旨）

第１条　市長は、肥料価格高騰により経済的な影響を受けている農業者の負担を軽減し、営農意欲の向上と農業経営の安定を図るため、化学肥料の使用量の２割低減に向けた取組を実践する農業者が組織する団体等が行う、肥料価格高騰対策事業費補助金交付等要綱（令和３年１２月２０日付け３農産第２１５５号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という。）第５の（３）並びに肥料価格高騰対策事業実施要領（令和３年１２月２０日付け３農産第２１５６号農林水産省農産局長通知。以下「国実施要領」という。）別記３及び第４の３「肥料価格高騰対策事業」に基づく事業に要する経費に対し、肥料使用を低減させるまでの激変緩和措置として国、県の支援とは別に、予算の範囲内において鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することとし、その補助金の交付については鹿島市補助金交付規則（昭和４７年市規則第９号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。
　（補助金の交付対象）

第２条　補助金の交付の対象者は、国実施要領第３に規定する要件を満たす市内に拠点を有する農業者の組織する団体等（以下「取組実施者」という。）のうち、国の肥料価格高騰対策事業の申請を行ったものとする。

　（補助金の対象経費及び補助率等）

第３条　補助金の交付の対象経費（以下「補助対象経費」という。）及びこれに対する補助率等は、別表のとおりとする。

　（補助金の交付申請）

第４条　補助金交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。

　⑴　国の肥料価格高騰対策事業の申請を行ったことが確認できる書類
　⑵　誓約書（様式第２号）
　⑶　その他市長が必要と認める書類
２　申請者は、前項の補助金交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない取組実施者に係る部分については、この限りではない。

３　申請者は、自己又は組織の構成員等が、次のいずれにも該当する者であってはならない。

　⑴　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　⑵　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　⑶　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
　⑷　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
　⑸　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
　⑹　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　⑺　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
４　申請者は、前項第２号から第７号までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人であってはならない。

　（補助金の交付決定通知）

第５条　市長は、前条第１項の申請があった場合、速やかに審査し、その内容が適正であると認めたときは、補助金の交付決定を行い、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。

　（補助金の交付条件）

第６条　補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。

　⑴　規則及びこの要綱の規定に従うこと。

　⑵　補助金の交付を受けた後は、別表に定める対象経費に応じた額を速やかに取組実施者の構成員に支払うこと。
　⑶　補助事業の内容を変更する場合は、市長の承認を受けること。ただし、補助金額に変更の無い場合で、別表に掲げる重要な変更以外の変更については、この限りではない。
　⑷　補助事業と中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けること。
　⑸　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告して、その指示を受けること。
　⑹　補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、補助金の交付を受けた年度の翌年度から起算して５年間保管すること。
２　前項第３号及び第４号の規定により市長の承認を受けようとする場合は、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金変更交付申請書（様式第４号）を市長に提出するものとする。

　（変更交付決定通知）

第７条　市長は、前条第２項の申請があった場合、速やかに審査し、その内容が適正であると認めたときは、補助金の変更交付決定を行い、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金変更交付決定通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。

　（実績報告）

第８条　申請者は、事業の完了後、速やかに鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。

　⑴　国の肥料価格高騰対策事業の実績報告を行ったことが確認できる書類
　⑵　その他市長が必要と認める書類
２　第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした申請者は、前項の実績報告書を提出するに当たっては、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。

３　申請者は、第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額を仕入れに係る消費税等相当額報告書（様式第７号）により速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。

　（補助金の確定通知）

第９条　市長は、前条第１項の実績報告を受けた場合、実績報告書の内容の審査を行い、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金確定通知書（様式第８号）により申請者に通知するものとする。

　（補助金の交付）

第１０条　市長は、事業が完了したと認められる場合に補助金を交付するものとする。ただし、事業の完了前に交付することが適当と認められる場合は、その全部又は一部を概算払で交付することができる。

　（補助金の請求）

第１１条　第９条の規定による補助金の確定通知を受けた申請者は、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付請求書（様式第９号）を市長に提出して補助金を請求するものとする。

２　申請者は、前条ただし書の規定による補助金の概算払の交付を受けようとするときは、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金概算払請求書（様式第１０号）を市長に提出するものとする。

　（交付決定の取消し）

第１２条　市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

　⑴　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
　⑵　補助金を他の用途に使用したとき。
　⑶　補助金決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
　⑷　規則又はこの要綱による市長の指示に違反したとき。
　（補助金の返還）

第１３条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、申請者に対し、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金返還請求書（様式第１１号）において、補助金の返還を命令することができる。
　⑴　第１０条ただし書の規定により補助金を概算払で交付した場合において、概算払交付額が第９条の規定により確定した交付額を超えたとき。
　⑵　前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該補助金が交付されているとき。
　（補則）

第１４条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。

　　　附　則

　この要綱は、公布の日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。
別表
	事業区分
	取組要件
	対象経費
	補助率
	重要な変更

	鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金
	国実施要領別記３の第２の１（１）に規定する取組要件を満たす化学肥料の２割低減に向けた取組
	令和４年６月から令和５年５月末までの間に適用された価格で取組実施者に販売された又は販売されることが確実と見込まれる肥料購入費（当年肥料費）のうち前年からの肥料費上昇分に係る経費の一部とし、具体的には下記の方法により算定する。

補助金額＝（当年の肥料費－前年の肥料費※１）×０．１５
ただし、補助金額とさが肥料価格高騰激変緩和事業費補助金額を合算した額が、次の算定式で求める肥料費の上昇分の３割を超える場合は、その額を減額する。
（当年肥料費－当年肥料費÷価格上昇率÷０．９）×０．３
※１　前年の肥料費＝当年の肥料費÷上昇率※2
※２　上昇率は、農林水産省が実施する「農業物価統計調査」に基づく農業物価指数等により、別途農産局長が定めるものとする。
	定額補助とする。（１００円未満切り捨て）
	１　申請者の変更

２　補助事業の中止又は廃止

３　申請者における市費の増

	
	
	※　補助金額は取組実施者ごとに算定したものの総額を限度とする。
※　支援の対象となる肥料は、「肥料の品質の確保等に関する法律」が適用され、銘柄が国又は県に登録若しくは届出されているものとする。
	
	


様式第１号（第４条関係）
鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付申請書
第　　　　号
年　　月　　日
鹿島市長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　補助金申請額　　　　　　　　　　　　　　　円
２　事業の目的
３　経費の負担区分
	区　分
	総事業費
（補助事業に要する(した)経費）(Ａ)+(Ｂ)
	負　担　区　分
	備　考

	
	
	市費補助金
(Ａ)
	その他
(Ｂ)
	

	鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金
	円
	
円
	円

	


※１　備考欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円うち市費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
※２　事業費については、消費税額及び地方消費税額を含む金額を記入すること。
４　事業完了（予定）年月日　　　　　年　　月　　日
５　添付書類
・国の肥料高騰対策事業費補助金の申請を行ったことが確認できる書類（発注日及び請求額等がわかる書類、化学肥料低減取組計画書等）
・誓約書（様式第２号）
　・その他市長が必要と認める書類
様式第２号（第４条関係）
誓　約　書
　私は、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金の交付申請を行うに当たり、下記の内容について誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　記

⑴　対象事業者の要件を満たしています。虚偽が判明した場合は、補助金の返還に応じます。
⑵　鹿島市から検査・報告の求めがあった場合は、速やかにこれに応じます。
⑶　業種に係る営業に必要な許可等を全て有しています。
⑷　対象事業者は、今後も事業継続に努めます。
⑸　団体からの申請の場合、補助金の交付を受けた後は、速やかに対象事業者へ補助金を支払います。
⑹　自己又は団体等の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。また、次に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団
体又は個人ではありません。
　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　ウ　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
　エ　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
　オ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
　カ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　キ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
以上
年　　月　　日
鹿島市長　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　申請者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　
様式第３号（第５条関係）

鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付決定通知書

　第　　　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

鹿島市長　　　　　　　

年　　月　　日付けで申請のあった補助金の交付については、下記のとおり交付することに決定したので、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により通知します。

記

	交付決定金額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	交付予定時期
	年　　月

	交付条件
	・鹿島市補助金交付規則及び鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱の規定に従うこと。
・補助金の交付を受けた後は、速やかに取組実施者の構成員に支払うこと。

・補助金に係る証拠書類を整備し、来年度から起算して５年間保管すること。


様式第４号（第６条関係）
鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金変更交付申請書
第　　　　号
年　　月　　日　
鹿島市長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定の通知があった鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金について、下記のとおり変更したいので、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第６条第２項の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　変更の理由
２　変更する内容
	補助金申請金額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金内訳
	

	添付書類
	・国の肥料価格高騰対策事業の変更申請を行ったことが確認できる書類
・その他市長が必要と認める書類


様式第５号（第７条関係）
鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金変更交付決定通知書

　第　　　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

鹿島市長　　　　　　　

年　　月　　日付けで変更交付申請のあった補助金の交付については、下記のとおり交付することに決定したので、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により通知します。

記

	交付決定金額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	交付予定時期
	年　　月

	交付条件
	・鹿島市補助金交付規則及び鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱の規定に従うこと。

・補助金の交付を受けた後は、速やかに取組実施者の構成員に支払うこと。

・補助金に係る証拠書類を整備し、来年度から起算して５年間保管すること。


様式第６号（第８条関係）
鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金実績報告書
第　　　　号
　　年　　月　　日　
鹿島市長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定の通知があった鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金について、下記のとおり事業を実施したので、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。
記
	補助金額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	（算出根拠）交付決定額　　　　　　円
　　　　　　交付済額　　　　　　円
　　　　　　清算額　　　　　　円

	事業の成果
	

	添付書類
	・国の肥料価格高騰対策事業の実績報告を行ったことが確認できる書類
・その他市長が必要と認める書類


様式第７号（第８条関係）
仕入れに係る消費税等相当額報告書
第　　　　号
　　年　　月　　日　
鹿島市長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定の通知があった鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金について、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第８条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助金の確定額
金　　　　　　円
（　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　　号による額の確定通知額）

２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税相当額
金　　　　　　円
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税相当額
金　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）
金　　　　　　円
※１　事業主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。
様式第８号（第９条関係）

鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金確定通知書

　第　　　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

鹿島市長　　　　　　　

年　　月　　日付けで実績報告のあった補助金については、下記のとおり額を確定したので、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第９条の規定により通知します。

記

	交付確定金額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	交付予定時期
	年　　月

	交付条件
	・鹿島市補助金交付規則及び鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱の規定に従うこと。

・補助金の交付を受けた後は、速やかに取組実施者の構成員に支払うこと。

・補助金に係る証拠書類を整備し、来年度から起算して５年間保管すること。


 様式第９号（第１１条関係） 

鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付請求書
第　　　　号
　　年　　月　　日　
鹿島市長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で額の確定通知があった鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金について、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第１１条第１項の規定により、下記のとおり請求します。
記
請　求　額　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
内　訳
　　交付確定額　　　　　　　金　　　　　　　　　円

交付済額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

今回請求額　　　　　　　金　　　　　　　　　円

残　　額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
振込口座
	金融機関名
	
	農業協同組合・銀行・信用金庫・
信用組合・労働金庫・信連・農林中金

	
	
	支店・支所
	預金種別
	当座・普通

	 口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	 フリガナ
 口座名義人
	


※１　債権者（請求者）と口座名義が異なる場合は、名義人への受領権の委任とします。
※２　振込口座が確認できる書類を添付

様式第１０号（第１１条関係）
鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金概算払請求書
第　　　　　号
　　年　　月　　日　
鹿島市長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定の通知があった鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金のうち、下記金額を交付されるよう鹿島市補助金等交付規則及び鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱第１１条第２項の規定により請求します。
記
概算払請求額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
算出根拠

　　交付決定額　　　　　　　金　　　　　　　　　円

交付済額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円

今回請求額　　　　　　　金　　　　　　　　　円

残　　額　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
振込口座
	金融機関名
	
	農業協同組合・銀行・信用金庫・
信用組合・労働金庫・信連・農林中金

	
	
	支店・支所
	預金種別
	当座・普通

	 口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	 フリガナ
 口座名義人
	


※１　債権者（請求者）と口座名義が異なる場合は、名義人への受領権の委任とします。
※２　振込口座が確認できる書類を添付
様式第１１号（第１３条関係）
鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金返還請求書

　第　　　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

鹿島市長　　　　　　　

年　　月　　日付けで交付のあった補助金について、下記のとおり返還額を決定したので、鹿島市肥料価格高騰緊急対策支援事業費補助金交付要綱の規定により請求します。

記

　　　　　　請求金額　　　　　金　　　　　　　　　円

　　　　　　　内　訳

　　　　　　　　交付決定額　　金　　　　　　　　　円

　　　　　　　　交付済額　　金　　　　　　　　　円

　　　　　　　　返還請求額　　金　　　　　　　　　円

　　　　　　　　残額　　金　　　　　　　　　円

　　　　　　返納期限　　　年　　月　　日
